
発議第６号 

 

   教職員定数改善計画の策定・実施と教育予算拡充を求める意見書の提出につ 

いて 

 

 教職員定数改善計画の策定・実施と教育予算拡充を求める意見書を次のとおり提出しよ

うとする。 

  令和４年９月30日提出 

 

提出者 伊賀市議会議員   

                                山下 典子 

北森 徹 

宮﨑 栄樹 

                                市川 岳人 

赤堀 久実 

田中 覚 

百上 真奈 

 

       

 

                                   

記 

 



教職員定数改善計画の策定・実施と教育予算拡充を求める意見書 

 

子どもたちの姿を出発点とした主体的で協働的な「豊かな学び」を実現するためには、

教職員定数の改善が、最も重要な環境整備のひとつだと考えます。 

2021年４月、国の学級編制の標準が40年ぶりに改善され、小学校35人学級が段階的に

実現することとなりました。しかし、2022年度の教職員定数については、基礎定数化に伴

う教職員配置の見直し等により教職員の自然減を上まわる定数の措置には至っておらず、

学校現場の人的配置の充実を求める多くの声を反映したものにはなっていません。また、

中学校の学級編成の標準や高等学校等の教職員定数の標準の改善については、現時点にお

いて示されていません。国際的な比較においても、日本の１クラス当たりの児童生徒数は、

2021年経済協力開発機構（OECD）公表値では、小学校27人（OECD加盟国平均21人）、中

学校32人（同23人）とどちらもOECD加盟国の平均的水準に到底およんでいない状況であ

り、小学校のみの改善に留めることは合理的ではないと言わざるをえません。教職員が心

身ともにゆとりを持って子どもたちと向き合い、日々の教育活動を創り出していくことは、

子どもたちの「豊かな学び」の保障につながる基盤となるものです。子どもたちが安心・

安全に学べるようにするためにも、すべての校種における学級編制と教職員定数の標準を

改善する新たな教職員定数改善計画の策定と実施が強く望まれます。 

一方で、財務省の財政制度等審議会は、OECD諸外国と比べ教育費の私費負担が高額とな

っている現状についての妥当性を主張し、教職員定数の改善や教育費の公財政負担の拡充

には否定的な意見を示しています。しかし、少子化のすすむなか、子育て世代のみにその

私費負担分を集中させることは、さらに少子化をすすめる悪循環を生む大きな要因になる

とも考えられます。家庭の現実に目を向ければ、感染症の影響による収入減や感染対策に

係る保護者の経費負担増など、厳しい状況は今なお続いています。 

公財政として措置される教育予算を拡充し、教育条件整備をすすめていくことが、山積

する教育課題の解決へとつながり、そして、子どもたち一人ひとりの「豊かな学び」を保

障することになると考えます。 

以上のような理由から、子どもたちの「豊かな学び」の保障にむけ、教職員定数改善計

画の策定・実施と教育予算の拡充をおこなうよう求めます。 

  

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。 



 

令和４年９月30日 

 

三重県伊賀市議会   

 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

財務大臣 

総務大臣 

文部科学大臣   宛 

 


